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令和５年12月11日(月曜日)

　　 ―――――――――――――――――

　　　議事日程　第５号

　　令和５年12月11日(月曜日)午前10時開議

　第１　一般質問(議案に対する質疑並びに県の

　　一般事務について)

　第２　議案等に対する質疑(第１号から第47号

　　まで)

　第３　知事提出議案の委員会付託(第１号から

　　第47号まで)

　第４　請願の委員会付託

　第５　休会の件

　　 ―――――――――――――――――

本日の会議に付した事件

　日程第１　一般質問(議案に対する質疑並びに

　　県の一般事務について)

　日程第２　議案等に対する質疑(第１号から第

　　47号まで)

　知事提出議案の上程(第48号から第56号まで)　

　　質疑

　日程第３　知事提出議案の委員会付託(第１号

　　から第56号まで)

　日程第４　請願の委員会付託

　知事提出議案の上程(第57号)

　日程第５　休会の件

　　　　 ――――――――――――

出席議員氏名(48人)

　　　　　　　　　　　　星　野　愛　斗　君

　　　　　　　　　　　　髙　井　千　歳　さん

　　　　　　　　　　　　住　永　栄一郎　君

　　　　　　　　　　　　亀　田　英　雄　君

　　　　　　　　　　　　幸　村　香代子　君

　　　　　　　　　　　　杉　嶌　ミ　カ　さん

　　　　　　　　　　　　立　山　大二朗　君

　　　　　　　　　　　　斎　藤　陽　子　さん

　　　　　　　　　　　　堤　　　泰　之　君

　　　　　　　　　　　　南　部　隼　平　君

　　　　　　　　　　　　本　田　雄　三　君

　　　　　　　　　　　　岩　田　智　子　君

　　　　　　　　　　　　前　田　敬　介　君

　　　　　　　　　　　　坂　梨　剛　昭　君

　　　　　　　　　　　　荒　川　知　章　君

　　　　　　　　　　　　城　戸　　　淳　君

　　　　　　　　　　　　西　村　尚　武　君

　　　　　　　　　　　　池　永　幸　生　君

　　　　　　　　　　　　竹　﨑　和　虎　君

　　　　　　　　　　　　吉　田　孝　平　君

　　　　　　　　　　　　中　村　亮　彦　君

　　　　　　　　　　　　髙　島　和　男　君

　　　　　　　　　　　　末　松　直　洋　君

　　　　　　　　　　　　前　田　憲　秀　君

　　　　　　　　　　　　松　村　秀　逸　君

　　　　　　　　　　　　岩　本　浩　治　君

　　　　　　　　　　　　西　山　宗　孝　君

　　　　　　　　　　　　河　津　修　司　君

　　　　　　　　　　　　楠　本　千　秋　君

　　　　　　　　　　　　橋　口　海　平　君

　　　　　　　　　　　　増　永　慎一郎　君

　　　　　　　　　　　　髙　木　健　次　君

　　　　　　　　　　　　髙　野　洋　介　君

　　　　　　　　　　　　内　野　幸　喜　君

　　　　　　　　　　　　山　口　　　裕　君

　　　　　　　　　　　　岩　中　伸　司　君

　　　　　　　　　　　　城　下　広　作　君
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　　　　　　　　　　　　西　　　聖　一　君

　　　　　　　　　　　　鎌　田　　　聡　君

　　　　　　　　　　　　渕　上　陽　一　君

　　　　　　　　　　　　坂　田　孝　志　君

　　　　　　　　　　　　溝　口　幸　治　君

　　　　　　　　　　　　池　田　和　貴　君

　　　　　　　　　　　　吉　永　和　世　君

　　　　　　　　　　　　松　田　三　郎　君

　　　　　　　　　　　　藤　川　隆　夫　君

　　　　　　　　　　　　岩　下　栄　一　君

　　　　　　　　　　　　前　川　　　收　君

欠席議員氏名(１人)

　　　　　　　　　　　　緒　方　勇　二　君

　　 ―――――――――――――――――

説明のため出席した者の職氏名

　　　　　　知　　　　事　蒲　島　郁　夫　君

　　　　　　副 知 事　田　嶋　　　徹　君

　　　　　　副 知 事　木　村　　　敬　君

　　　　　　知事公室長　内　田　清　之　君

　　　　　　総 務 部 長　平　井　宏　英　君

　　　　　　企画振興部長　富　永　隼　行　君

　　　　　　理　　　　事　小金丸　　　健　君

　　　　　 企画振興部

　　　　　 球磨川流域　府　高　　　隆　君

　　　　　 復興局長

　　　　　 健康福祉部長　沼　川　敦　彦　君

　　　　　 環境生活部長　小　原　雅　之　君

　　　　　 商工労働部長　三　輪　孝　之　君

　　　　　 観光戦略部長　原　山　明　博　君

　　　　　 農林水産部長　千　田　真　寿　君

　　　　　 土木部長　亀　崎　直　隆　君

　　　　　 会計管理者　野　尾　晴一朗　君

　　　　　 企業局長　竹　田　尚　史　君

　　　　　 病院事業

　　　　　　警察本部長　宮　内　彰　久　君

　　　　　　　　　　　　出　田　孝　一　君

　　　　　　監 査 委 員　藤　井　一　恵　君　

　　 ―――――――――――――――――

事務局職員出席者

　　　　　　事 務 局 長　波　村　多　門

　　　　　　　　　　　　村　田　竜　二

　　　　　　議 事 課 長　富　田　博　英

　　　　　　　　　　　　濱　田　浩　史　　　

　　　　 ――――――――――――

　　午前10時開議

○議長(渕上陽一君)　これより本日の会議を開き

ます。

　　　　 ――――――――――――

　日程第１　一般質問

○議長(渕上陽一君)　日程に従いまして、日程第

１、８日に引き続き一般質問を行います。

　斎藤陽子さん。

　　〔斎藤陽子さん登壇〕(拍手）

○斎藤陽子さん　皆様、おはようございます。菊

池郡選出・自由民主党の斎藤陽子でございます。

これまで議員としての経験もない私が、今回、県

議会議員として初めて一般質問をさせていただき

ます。不慣れな中、お聞き苦しい点もあるかと思

いますが、精いっぱい努めてまいりますので、最

後までどうぞよろしくお願いいたします。

　それでは、早速ですが、通告に従いまして質問

に入らせていただきます。

　新大空港構想の交通ネットワークについて質問

させていただきます。

　これまで、阿蘇くまもと空港を創造的復興のシ

ンボルと位置づけ進められてきた大空港構想です

が、このたび、新たに新大空港構想が発表されま

した。

　現在、県内の各所で事業の拡大や新規企業の進

出などが進む中、空港機能のさらなる強化と企業

事務局次長
兼総務課長

審 議 員 兼
議事課長補佐

人事委員会
委 員 長

病 院 事 業
管 理 者

人事委員会
事 務 局 長
病 院 事 業
管 理 者

　　　　　　　　　　　　府　高　　　隆　君

　　　　　　健康福祉部長　沼　川　敦　彦　君

　　　　　　環境生活部長　小　原　雅　之　君

　　　　　　商工労働部長　三　輪　孝　之　君

　　　　　　観光戦略部長　原　山　明　博　君

　　　　　　農林水産部長　千　田　真　寿　君

　　　　　　土 木 部 長　亀　崎　直　隆　君

　　　　　　会計管理者　野　尾　晴一朗　君

　　　　　　企 業 局 長　竹　田　尚　史　君

　　　　　　　　　　　　竹　内　信　義　君

　　　　　　教 育 長　白　石　伸　一　君

病 院 事 業
管 理 者

企画振興部
球磨川流域
復 興 局 長
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集積に伴うまちづくりに取り組むとのことで、大

変期待をしています。

　先日、県議会の高速交通ネットワーク特別委員

会において、台湾に実際に視察に行かせていただ

きました。

　現在、熊本空港と台湾を結ぶ飛行機を就航して

いるスターラックス社とチャイナエアラインにお

いて、現状を聞かせていただいたところ、熊本─

台北線の現在の利用率は80％から90％で、とても

人気がある路線であるとのことです。利用者のう

ちの約７割が観光で、３割がビジネスとなってお

り、観光目的で多くの方に利用していただいてい

る現状です。さらに、観光に加え、ゴルフやスポ

ーツ、物流などの新たなニーズにも期待を寄せる

声をいただいた一方で、熊本空港に到着してから

の交通アクセスの問題、また、県内につながるア

クセスの改善を求める御意見をいただきました。

　12月３日から、チャイナエアラインでは、週２

往復から週４往復に増便されており、チャイナエ

アライン、スターラックス航空と合わせて、熊本

─台北線は週に11往復となりました。

　今後、2024年12月には、ＴＳＭＣ第１工場の稼

働開始、関連企業の進出、ホテルも複数開業が予

定されており、空港周辺ではますますの混雑が予

想されます。

　現状において、既に空港周辺では、交通渋滞、

駐車場不足、タクシー不足など、課題が山積して

おり、空港を中心とした交通ネットワークの充実

は、早急に取り組んでいかなければならないと考

えます。

　空港の利用者は、ビジネス、観光、そのほか

様々な目的であり、多様なニーズに対応できる交

通ネットワークの充実を早急に実現していくこと

で、空港機能の強化を図ることや地域のにぎわい

づくりにも直結していくものと考えます。

　そこで質問です。

　新大空港構想の中でも最も重要である観光も含

めた交通ネットワークの構築をどのようにして実

現していかれるのか、企画振興部長にお尋ねいた

します。

　　〔企画振興部長富永隼行君登壇〕

○企画振興部長(富永隼行君)　今後、県内で増加

が見込まれるインバウンドやＴＳＭＣ進出に伴う

ビジネス客への対応のためには、議員御指摘のと

おり、空港を中心とした交通ネットワークを充実

させる必要があると認識しています。

　特に、自家用車を使用しない観光客等の移動手

段確保のため、公共交通の充実を図ることが重要

です。

　現在、阿蘇くまもと空港と熊本市中心部のアク

セス手段として、空港リムジンバスが運行されて

います。利用者の増に伴う増便や特別快速便の運

行など、空港へのアクセスの利便性向上を図る取

組を進めております。

　また、ＪＲ豊肥本線と連携したアクセス手段と

して、県では、町や空港運営会社等とともに、肥

後大津駅と阿蘇くまもと空港を無料で結ぶ空港ラ

イナーを運行しています。今年度は、月平均１万

人を超える方に利用いただき、自家用車によらな

い空港アクセス手段の一つとして定着していま

す。

　一方で、空港から県内各地の観光地へのアクセ

スについては、阿蘇などの主要な観光地へ、バス

などの公共交通によるアクセス手段はあるもの

の、観光客の多様な移動ニーズに対応するために

は、さらなる充実が必要と考えております。

　そのために、引き続き、運転士不足などの交通

事業者が抱える課題の解決を後押しし、公共交通

で観光地を周遊できる環境など、持続可能な公共

交通の構築を目指した取組を推進してまいりま
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す。

　現在の九州の他空港の状況を見てみますと、地

下鉄を軸としている福岡空港、高速道路に隣接す

る鹿児島空港など、空港へのアクセスにはそれぞ

れの特徴があると考えています。

　阿蘇くまもと空港は、九州の中心に位置し、市

街地と観光地の両方に直接アクセスが可能な利点

を生かし、自動車と公共交通のベストミックスに

より、その利便性を高め、九州のセントラル空港

としての拠点性を強化することが重要です。

　県としては、空港アクセス鉄道や道路交通網の

整備と併せ、既存の公共交通の機能強化を図り、

様々なニーズに対応した多様な交通手段の選択が

可能となる交通ネットワークづくりを目指してま

いります。

　　〔斎藤陽子さん登壇〕

○斎藤陽子さん　企画振興部長より、空港を中心

とした交通ネットワークの充実は大きな課題であ

り、利便性の高い九州のセントラル空港としての

拠点性が重要であるという御認識の下、多様なニ

ーズに対応できる交通ネットワークづくりを目指

すとの御答弁をいただきました。

　先日、蒲島知事は、髙木議員からの空港アクセ

スの質問に対し、より具体的な阿蘇くまもと空港

周辺の未来像を語られました。私も議場から知事

のお言葉を聞いており、頭の中で想像しながら、

わくわくした気持ちで聞いておりました。

　熊本の空の玄関である阿蘇くまもと空港、その

周辺の未来像については、地域の皆様のみなら

ず、県民の皆様が最も注目する熊本の未来像であ

ると思います。空港を中心とし、ビジネス、観

光、通学、生活など、多様なニーズに対応する交

通ネットワークの構築は、空港を利用する皆様は

もとより、県民の皆様の生活の質の向上や県経済

の活性化にも貢献するものだと考えます。

　しかし、新大空港構想の実現には時間を要しま

す。長期的取組を進める上でも、常に変化してい

る細かい課題にもしっかりと向き合っていただき

たいと思います。

　質問でも申し上げましたが、大津町では、新規

ホテルの建設が複数予定されております。例え

ば、インターネットの宿泊予約サイトで宿泊地を

選ぶために検索しようとすると、大津町、菊陽

町、益城町などは、検索エリアが不明瞭で分かり

にくく、空港からの交通アクセス手段も、便利と

はとても思えないような案内となっています。

　ぜひ、空港利用者の視点、これから熊本にお越

しになる皆様の視点、空港周辺や熊本県内でお客

様をお迎えしようと準備をしてくださっている皆

様の視点で、幅広い意味での交通ネットワークづ

くりに期待を申し上げたいと思います。企画振興

部長、どうぞよろしくお願いいたします。

　それでは、次の質問に移ります。

　地下水保全について御質問いたします。

　先日、ＴＳＭＣが熊本県内に３つ目の工場建設

を検討していることがニュースになりました。

　この第３工場は、最先端の半導体の生産を視野

に入れておられるとのことで、これらの半導体産

業の集積が進めば、今後、さらに多くの関連企業

が、菊池郡周辺、さらには県内全体に進出するこ

とが予想されます。

　100年に１度とも言われているこのビッグチャ

ンスである一方、県民の多くの皆様が心配をし、

関心を寄せているのが、地下水保全、環境保全の

問題であります。

　県内では、井戸水から発がん性のおそれが指摘

されるＰＦＯＳ及びＰＦＯＡなどの有機フッ素化

合物が検出され、住民に不安が広がっているとい

う報道もあっています。地表からの浸透だけでは

なく、地下の水脈を通じて広がる可能性もあるよ
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うですが、県民の安全、安心のためには、河川水

や地下水を対象とした定期的な水質調査がこれか

ら必要不可欠と思われます。

　このような中、減少が心配される地下水を地域

ぐるみで育もうと、大津町では新たに、冬場の田

んぼに水を張って地下水を蓄える冬期湛水に取り

組む活動も始まりました。

　農業を守り、水を守るという認識の下、これま

で以上に地下水保全、環境保全に取り組んでいか

なければならないという地域の取組は、非常に意

義深いものがあります。

　地下水保全の観点から、安全な水質の問題、そ

れから地下水の量の問題、共に注意深く監視を続

けることが必要と考えます。

　そこで質問です。

　地下水保全、環境保全の必要性がより一層高ま

る中で、熊本の地下水を守り生かすためには、新

たな地下水の涵養に取り組み、涵養量と採取量を

調整することが重要だと思われますが、今後どの

ようにして涵養を促し、涵養量を増大させていく

のか、お尋ねします。また、仮に水質が基準値を

外れた場合に、具体的にどのように対応されるの

か。

　以上、環境生活部長にお尋ねいたします。

　　〔環境生活部長小原雅之君登壇〕

○環境生活部長(小原雅之君)　まず、地下水涵養

への県の取組についてお答えいたします。

　熊本地域の地下水は、地下水をたたえる地域特

有の地質と農業の営みなどによって育まれてきま

した。

　平成16年度からは、地下水を保全するため、白

川中流域等で人工的な地下水涵養が開始されまし

たが、田んぼに水を張る湛水事業には、地元の団

体や農家の協力が不可欠です。

　そのため、ＪＡＳＭの取水量に見合う地下水涵

養の実現に向け、本年５月に、ＪＡＳＭ、県、菊

陽町、水田湛水に取り組む２団体で、地下水涵養

の推進に関する協定を締結いたしました。

　現在、この協定を基に、地下水涵養を行う面積

や期間の拡大、稲作の生産拡大などについて、農

業団体や地元の農家を交えて検討を重ねていま

す。

　その成果の一つとして、大津町瀬田地区におい

て、冬期湛水事業が11月から開始されました。水

を通しやすい水田が広がる白川中流域においては

初めての取組であり、年間100万トンを超える涵

養が実現される見通しです。

　この瀬田地区の冬期湛水事業をモデルとして、

課題や対策を地元の方々と共有し、さらに、他の

地区にも涵養の取組が広がるよう、関係者と連携

し、取り組んでまいります。

　さらに、工業用地や宅地等における雨水浸透ま

すや雨庭、浸透性の調整池の設置など、様々な対

策を検討し、涵養量の増大を図ってまいります。

　次に、水質が基準を超える場合の対応について

お答えいたします。

　地下水の水質が法令で定める環境基準を超過し

た場合は、市町村と連携し、住民に飲用を控える

よう周知徹底を図るとともに、必要に応じ、汚染

範囲を把握するための追加調査を速やかに行いま

す。

　また、有機フッ素化合物であるＰＦＯＳ及びＰ

ＦＯＡについては、その健康影響が十分把握され

ていないため、国において、暫定的な指針値50ナ

ノグラム・パー・リットルが定められています。

この指針値を超える場合は、国の手引に沿った同

様の対応を速やかに行います。

　これらに加えて、規制外の金属類や化学物質に

ついても、８月から水質に関する環境モニタリン

グを実施しています。このことにより、新たな工
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場が稼働する前後で変化がないか、客観的かつ科

学的に把握していきます。そして、その結果につ

いては、環境分野等の専門家で構成する委員会で

検証していただいた上で、適切な対応につなげて

まいります。

　県としましては、今後とも、健全な水循環と水

環境の保全への取組を進め、熊本の宝である豊か

できれいな水を次世代へしっかりと引き継いでま

いります。

　　〔斎藤陽子さん登壇〕

○斎藤陽子さん　環境生活部長より御答弁をいた

だきました。

　私の住み暮らす菊池郡におけるＴＳＭＣの進出

は、熊本県内全体の活性化が見込まれるビッグチ

ャンスであると同時に、環境保全、特に地下水保

全については、住民の皆様のみならず、県内はも

とより全国からも非常に関心が高く、心配の声が

上がっています。

　これまでも、白川中流域の水田では、水循環型

営農推進協議会を中心に、熊本市の生活用水の全

てを担う地下水を保全するため、地下水涵養に大

きく貢献されてまいりました。

　そして、御答弁においても御紹介いただきまし

たように、地下水保全の観点から、大津町瀬田地

区において、冬期湛水事業が始まりました。

　この事業においては、大津町瀬田地区の農家の

方々が、農地が育む地下水をキャッチフレーズと

して、慣行水利権を利用し、冬期湛水事業による

地下水保全に取り組んでおられます。本来、冬期

には、冬ニンジンなどを栽培するなどして収益を

上げることも可能である中で、今回、調整を図り

ながら、地下水の保全に御尽力をされています。

　これからも、冬期湛水事業を継続して行ってい

く、また、拡大して行っていくためには、農業と

の連携が必要不可欠であると考えます。

　現在、資材の高騰や人材不足などの課題を抱え

ながらも、懸命になって農業を継続されている農

家の皆様には、冬場の農業収益はとても重要であ

ります。

　そのような中にあっても、地下水涵養に最高に

適した地域においての取組には、私は大きな価値

があるものと考えます。

　また、企業の集積に併せて農業の価値をさらに

高めていくことも重要であります。ぜひ、地元や

企業との連携の下、この事業が地下水涵養量の増

大に向けた持続的な取組になるよう、県が積極的

に支援していただきますようにお願いいたしま

す。

　また、水質の問題では、環境基準値を超過した

場合は、国と同様の対応をしていただくとのこと

ですが、ぜひ、より具体的な対応を検討いただ

き、県民の不安の声にお応えいただきますよう

に、重ねてお願いしたいと思います。

　それでは、次の質問に移ります。

　スポーツツーリズム推進戦略の成果と課題につ

いて御質問いたします。

　今年10月15日に開催された2024年パリ・オリン

ピック日本代表選考会、マラソングランドチャン

ピオンシップ、ＭＧＣにおいて、見事２位という

成績でパリ五輪切符を手にされた大津町出身の赤

﨑暁選手の快挙というのは、皆様の記憶に新し

く、熊本にとっても大変明るい希望のあるニュー

スであったと思います。

　熊本といえばスポーツも大変盛んであり、県民

に夢や感動、勇気を与えるとともに、スポーツへ

の関心や意欲を高めるスポーツの価値がますます

高まっているのではないかと感じています。

　県では、2019年のラグビーワールドカップや女

子ハンドボール世界選手権大会など、大規模国際

スポーツ大会開催のこれまでの経験などを生か
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し、スポーツを活用して自然災害やコロナ禍で落

ち込んだ経済を回復させ、地域振興につなげるた

め、熊本県スポーツツーリズム推進戦略、くまも

っと旅×スポーツ推進戦略が策定されました。

　さらに、令和４年１月17日、スポーツを通じた

観光や交流人口の拡大を推進する官民組織とし

て、くまもっと旅スポコミッションを設立し、熊

本の雄大な自然、温泉や豊かな食などの観光資源

と各地で実施されている様々なスポーツの取組な

どを組み合わせた観光色の強いスポーツツーリズ

ムを推進し、計画の実現に向けて取り組んでおら

れます。

　このような中、皆様御承知のとおり、本年７月

15日に、リポビタンＤチャレンジカップ2023日本

代表対オールブラックス・フィフティーン戦、10

月には、第１回マイナビツール・ド・九州2023が

阿蘇地域で開催されました。また、11月には、世

界バドミントン連盟の国際大会、スーパー500、

熊本マスターズジャパンが開催されるなど、まさ

しくラグビーワールドカップ日本大会開催等にお

けるレガシーの持続的な継承に取り組まれてお

り、今後のスポーツコミッションのさらなる活性

化を期待するところでもあります。

　そこで質問です。

　熊本県スポーツツーリズム推進戦略、くまもっ

と旅×スポーツ推進戦略は、本年度までの計画と

なっておりますが、これまでの３年間の戦略の成

果と課題についてどのように考えておられるの

か、観光戦略部長にお尋ねいたします。

　　〔観光戦略部長原山明博君登壇〕

○観光戦略部長(原山明博君)　スポーツツーリズ

ム推進戦略の成果と課題についてお答えします。

　県では、令和３年11月に策定したスポーツツー

リズム推進戦略において、集客力のある大規模ス

ポーツ大会の誘致、体験型プログラムの開発、地

域スポーツの掘り起こしを基本方針に掲げ、これ

まで様々な取組を進めてまいりました。

　この推進戦略の策定時はコロナ禍でありました

が、ポストコロナを見据え、まず、大規模スポー

ツ大会の誘致に積極的に取り組みました。

　その結果、議員御紹介のとおり、本年７月のラ

グビー日本代表国際試合、10月のツール・ド・九

州、そして11月の国際バドミントン大会、熊本マ

スターズジャパンと、３つの国際スポーツ大会を

誘致し、開催を実現することができました。

　これらの大会は、選手たちの一流のプレーが多

くの県民に感動と勇気を与えるとともに、国内外

から合わせて約６万人の観戦者が訪れ、宿泊や飲

食、交通など、県内に経済効果をもたらしまし

た。また、おおむね円滑な運営ができたことで、

今後の大会誘致に向けての自信にもつながりまし

た。

　国際スポーツ大会の開催は、この推進戦略にお

ける最も大きな成果と考えています。

　また、体験型プログラムの開発では、地域の観

光協会やガイドなどと連携し、南阿蘇村の農村を

巡るサイクリング商品や球磨川でＳＵＰとテント

サウナを楽しむ商品などの開発を進め、ウェブサ

イトなどで販売を開始しました。

　さらに、地域スポーツの掘り起こしでは、市町

村や地域のスポーツコミッションとスポーツ合宿

誘致等に向けた意見交換を行うとともに、県内各

地域で開催されるスポーツ大会やイベント、スポ

ーツ施設等の情報を取りまとめ、ホームページ等

で広く発信しました。

　一方、主な課題としては、大規模大会向けに造

成した観戦ツアーや体験型プログラム商品の販売

実績が少ないこと、地域のスポーツ大会等を訪れ

た選手や観戦者が観光周遊等も楽しめる受入れ体

制が十分でないことなどが挙げられます。
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　このため、旅行会社や市町村、地域のスポーツ

コミッションなど、関係機関と協議、検討を進

め、地域経済への波及効果が一層高まるよう取組

を進めてまいります。

　今後とも、本県の強みである雄大な自然や温

泉、食などを生かした熊本らしいスポーツツーリ

ズムの確立を目指してまいります。

　　〔斎藤陽子さん登壇〕

○斎藤陽子さん　観光戦略部長より御答弁をいた

だきました。

　平成27年にスポーツ庁が設立され、第２期スポ

ーツ基本計画においては、2021年度までに、全国

に170か所地域にスポーツコミッションを立ち上

げることが目標に掲げられました。

　この国の方向性に合わせて、第２期熊本県ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略及びようこそくま

もと観光立県推進計画を踏まえるとともに、第２

期熊本県スポーツ推進計画と連携を図り、スポー

ツによる地域活性化を目指し、このスポーツツー

リズム推進戦略が作成されたものと思います。

　部長に御答弁をいただいた大規模スポーツの誘

致、体験型プログラムの開発、地域スポーツの掘

り起こし、この３つの基本方針にて取り組まれて

こられた成果は、これまでテレビの中の遠い存在

であったスポーツ国際大会を、県民の皆様、特に

子供たちが間近でトップスポーツに触れるよい機

会となり、併せて大きな経済効果につながったも

のと思います。

　一方で、課題についてですが、大会誘致、プロ

グラム開発、地域スポーツの掘り起こしの３つの

柱に加えていただきたいのが、マネジメント、デ

ィレクション機能です。

　大会の企画、運営だけではなく、観客動員、宿

泊、食事、交通、観光、そして災害などのリスク

マネジメントや誘致活動も含め、総括して全体の

進行管理を行う機能が必要であると考えます。

　現状では、各サービスのそれぞれに担当窓口が

あるため、受益者がなかなか必要な情報やサービ

スにたどり着いていない現状もあるかと思いま

す。

　菊陽町には、新しい体育館もでき、合志市、益

城町、西原村、大津町と県民運動公園周辺地域に

は、体育館などのスポーツ施設が充実していま

す。ディレクション業務が機能することで、各地

域資源を活用した取組も可能であり、そのディレ

クション機能こそが、官民組織のくまもっと旅ス

ポコミッションと言えるのではないでしょうか。

　将来実現するであろうスタジアムやアリーナを

持続的に運営していくためにも、ディレクション

機能の充実についても、ぜひ御検討いただくよう

にお願いしたいと思います。

　それでは、次の質問に移ります。

　誰一人取り残さない熊本の教育環境の実現につ

いて質問をさせていただきます。

　誰一人取り残さない熊本の教育環境の実現とい

う視点で、まず最初に、不登校問題について質問

いたします。

　2016年の熊本地震、2020年からの新型コロナウ

イルス感染拡大というこれまで誰もが経験したこ

とのない危機に直面し、学校はもちろん、社会全

体が混乱し、私たちの生活は大きく変化しまし

た。

　熊本地震のあった４月に小学１年生だった子供

たちは、現在中学２年生になっているのではない

でしょうか。この間、これまで当たり前だった全

てのことが大きく変化しており、子供たちにとっ

ては、制限の多い窮屈な環境だったと思います。

　今年の５月に新型コロナウイルスが２類から５

類に移行し、通常の生活に戻るかのように思われ

ましたが、これまでの混乱の影響は大きく、子供
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たちが抱えている課題は、より一層深刻化してい

ると感じています。

　先日の新聞報道で、熊本県内の小中学校と高校

で、昨年度不登校だった児童や生徒の数が6,130

人に上り、過去15年で最も多かったという記事が

掲載されました。この6,130人というのは、あく

まで文部科学省が規定とする不登校に当てはまる

人数であり、小中学校における1,000人当たりの

不登校児童生徒の出現率は、全国で４番目に多い

ということです。

　また、いじめの認知件数は6,033件で、前の年

度より724件増えたほか、児童生徒同士のけんか

などの暴力行為は519件で、前の年度より245件増

加したというように、子供を取り巻く環境は深刻

な状況であり、早急な対応が必要であると思いま

す。

　今回、前田敬介先生からも質問がありましたと

おり、義務教育である小中学校では、子供たちの

多様なニーズの受皿として、市町村において小中

学校の実情に合った様々な取組が進んでいるよう

であります。

　子供たちの学びの保障として、中学校までに自

立して生きていくための基礎を養い、高校では社

会に出ていくために必要な能力を養うため、特

に、高校は、定められた単位を取得する必要があ

りますが、出席日数が足りないと進級や卒業がで

きず、退学につながる場合も多くあります。

　様々な問題を抱えている子供たちの学びの機会

を少しでも広げ、社会とつなげていくためにも、

学校には大きな役割があるのではないでしょう

か。

　特に、高校は社会につながる重要な教育機関で

あるという認識の下、県立高校の果たす役割や取

組には大いに期待しています。

　そこで質問です。

　誰一人取り残さない熊本の教育環境の実現のた

めに、県内の不登校の現状についてどのように考

えるのか、今後の県立高校の不登校対策について

どのように取り組んでいくのか。

　以上２点、教育長にお尋ねいたします。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　まず、不登校の現状に対

する認識についてお答えいたします。

　議員御指摘のとおり、不登校児童生徒数は、全

国同様、本県でも増加しています。

　令和４年度の調査によると、県内の小中学校に

おいては10年連続で増加し、それまで３年連続で

減少していた高校においても増加に転じており、

生徒指導上の喫緊の課題であると考えています。

　不登校児童生徒への支援については、不登校と

なった要因を的確に把握するとともに、学校や家

庭、関係機関で情報を共有し、組織的、計画的な

個々の児童生徒に応じたきめ細やかな対応が必要

です。

　また、支援に当たっては、学校に登校するとい

う結果のみを目標とせず、児童生徒が自ら進路を

主体的に考え、社会的に自立することを目指す必

要性があることや、不登校が学業の遅れ、進路選

択上の不利益などにならないようにすることに留

意しなければなりません。

　そのようなことから、県教育委員会としては、

関係機関と連携して、在籍児童生徒の心身の健康

状況、学習状況等を把握し、一人一人に応じた多

様な支援を行っていくことが重要と考えていま

す。

　次に、県立高校の不登校対策についてお答えい

たします。

　高校は、実社会への出口にもなりますので、社

会的自立を目指していけるよう支援することが重

要であると考えています。
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　具体的な不登校対策として、入学直後から充実

した支援が実施できるよう、中学校から申し送ら

れた新入生全員の情報を丁寧に確認しています。

出身中学校へ高校職員が出向いて、より詳細な情

報を聞き取る場合もあります。また、定期の家庭

訪問だけでなく、生徒の心身の不調が見られた際

にも早期に家庭訪問を実施し、家庭との連携を図

っています。

　登校が困難になった生徒に対しては、教室とオ

ンラインで接続した別室での登校を促すととも

に、関係機関やスクールカウンセラー等の専門家

とも連携しつつ、不登校支援会議を開催するな

ど、教室復帰を目指す取組を行っています。

　これらの取組の成果もあり、今年度の県立高校

１年生のうち、中学３年次不登校だった生徒の約

７割は、高校入学後、登校できるようになってい

ます。

　今後も、誰一人取り残さない学びの保障を目指

し、生徒一人一人に寄り添った不登校対策を推進

してまいります。

　　〔斎藤陽子さん登壇〕

○斎藤陽子さん　教育長より、高校は特に実社会

への出口にもなるので、より重要であるとのお考

えの下、県立高校においては、関係機関と連携

し、一人一人に寄り添った対応に取り組んでおら

れるとの御回答をいただきました。

　子供たちの心身の不調に早期に対応するための

取組として、ソーシャルワーカーやスクールソー

シャルワーカーなどの専門家との連携は非常に重

要だと思いますが、現在は、なかなかカウンセリ

ングの予約が取れない、場合によっては３か月先

になることもあると聞いています。この専門家へ

のつなぎの間こそ一番重要であり、手だてが必要

な期間だと思います。

　不調を訴える生徒を一人残して、家族が仕事に

出かけたり外出をしなければならない状況は、生

徒だけではなく、御家族の心身の健康を害するこ

とにもつながります。

　支援を必要としている生徒が孤立していかない

ように、早急に対応ができるよう、環境の整備を

ぜひお願いいたします。

　また、私は、教育警察常任委員会に所属してお

り、先日、委員会の管外視察で、札幌市の夜間中

学校、星友館中学校を視察させていただきまし

た。

　そこでは、10代から80代までの生徒が、それぞ

れのカリキュラムに合わせて学びを進めることが

できるシステムを構築されており、とても斬新な

中学校の姿を拝見させていただきました。そこに

通う生徒の中には、昼間はアルバイトをして、夜

間中学校に通いながら通信制高校にも同時に所属

している、いわゆるダブルスクールで学んでいる

生徒もいました。

　いよいよ熊本においても、来年４月から、夜間

中学校、ゆうあい中学校が開校します。ぜひ、誰

一人取り残さない学びの保障を実現するために、

なるべく制限を除外し、生徒一人一人に寄り添っ

た取組が実現しますようにお願いしたいと思いま

す。教育長、どうぞよろしくお願いいたします。

　それでは、最後の質問に移ります。

　部活動の地域移行についてお尋ねいたします。

　この課題については、今回、西村先生が質問さ

れまして、現在の県の取組についての御説明はい

ただいたところでありますので、違うところで質

問をさせていただきます。

　熊本県では、令和元年に、小学校の部活動が地

域に移行されました。当時は社会体育と言ってお

りましたが、現在は、社会体育ではなく、地域移

行の取組になっておりますので、今回の質問では

地域移行とさせていただき、質問をさせていただ
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きます。

　現在、小学校部活動の地域移行から５年が経過

していますが、県内の様々な地域の皆様から、既

に地域に移行されている小学生の地域スポーツに

関する課題として、やりたいスポーツ種目の教室

が近くにない、指導者がいない、活動場所の確保

が難しい、送迎が大きな負担になっている、教室

が始まる時間が遅い、クラブチームに入り、練習

時間、練習日が増大し、親の負担が大きくなっ

た、文化部は、まだ移行ができていない部活もあ

るなどの課題に加え、これまで、学校部活動で

は、支援クラスの子供も部活動に参加できていた

が、地域には受皿がなく、とても困っているとい

うような声が上がっています。

　これまで見えていなかった様々な課題、子供た

ちの困り事があるのではないかと思います。

　そこで、１点目の質問です。

　中学校部活動の地域移行を進める上で、小学校

の移行は終わったことではなく、移行後の現状に

ついても注視する必要があり、小学校部活動の地

域移行のその後の現状の把握が必要と考えます

が、いかがでしょうか。

　また、先日ありました部活動に関する市町村ア

ンケート調査の結果からは、指導者の確保が課題

であることから、指導者バンクをつくり、登録を

増やしていくとのことでありました。

　熊本県では、小学校の部活動地域移行の際、平

成28年に指導者バンクを創設したように思いま

す。しかし、指導者は思うように集まらず、活用

が難しかったように思います。

　今後、新しく取り組まれるということですが、

中学校部活動地域移行の他県の先進事例として、

岐阜県では、子供たちや保護者に直接アンケート

を実施し、どのようなスポーツをしたいのかなど

の調査結果を基に、指導者の資質や資格を明確に

して指導者を募集し、子供たちとのマッチングが

できるように準備を進めておられます。

　さらに、現在、こども家庭庁において、子供と

接する職業に就く際に、性犯罪歴がないことの証

明を求める新たな仕組みである日本版ＤＢＳ制度

の導入が検討されています。

　県内においても、子供を性被害から守るための

この制度の導入を当然検討すべき事項であり、指

導者バンクの活用については、まだまだ協議が必

要であると考えます。

　そこで、質問の２点目です。

　このことを踏まえて、中学校の部活動の地域移

行に係る地域の受皿づくりをどのように進めてい

くのか。

　以上２点、教育長にお尋ねいたします。

　　〔教育長白石伸一君登壇〕

○教育長(白石伸一君)　まず、小学校部活動の社

会体育移行後の現状についてお答えいたします。

　本県では、平成30年度末までに、小学校の運動

部活動を社会体育に移行いたしました。その際、

多くの市町村において、総合型地域スポーツクラ

ブが、その受皿となりました。

　当時、熊本市を除き、運動部活動に入っている

児童は約9,000人おり、総合型地域スポーツクラ

ブに加入する児童数は、移行前の平成29年度は約

3,900人でしたが、令和３年度には約8,400人に増

加しています。

　また、小学校部活動の社会体育移行後の成果に

ついては、学校、学年、男女の枠を超えた児童の

交流の活発化や低学年の子供のスポーツへの参

加、文化芸術活動への体験機会の増加などが挙げ

られます。

　一方、議員御指摘のとおり、地域によって指導

者が不足していることや参加できる活動が限られ

ること、活動場所の確保が難しいことなどの課題
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があることも事実でございます。

　そのため、県教育委員会では、市町村を訪問す

るなどして、社会体育移行後の状況を把握すると

ともに、地域における課題の解決に向けて、新た

な指導者確保のための研修会などに取り組んでい

るところでございます。

　引き続き、市町村と課題を共有しながら、子供

たちがスポーツや文化芸術活動に参加しやすい環

境づくりに取り組んでまいります。

　次に、中学校部活動の休日の地域移行に係る受

皿づくりについてお答えいたします。

　地域移行を進めるに当たって、最も重要な役割

を担うのが、地域の受皿の存在です。その受皿と

しては、総合型地域スポーツクラブをはじめ、地

域自治体、スポーツ少年団、地域にある既存の文

化芸術クラブなどを想定しています。

　県教育委員会では、本年８月に、有識者やスポ

ーツ・文化関係団体等から成る推進協議会を設置

し、地域において課題となっている受皿の整備や

指導者の確保、指導者等の登録基準などについて

も検討を行っているところでございます。

　今後、小学校部活動移行の現状なども踏まえな

がら、子供たちが将来にわたってスポーツや文化

芸術活動に親しむ機会を持続的に確保できるよ

う、しっかりと取り組んでまいります。

　　〔斎藤陽子さん登壇〕

○斎藤陽子さん　教育長より御答弁をいただきま

した。

　この部活動の地域移行の問題は、多くの皆様が

関心を寄せる子供たちにとって重要な問題である

と思っています。

　まず、小学校部活動の地域移行後について、各

市町村の担当者に意見を聞いているということ

は、小学校部活動の地域移行後の状況に課題があ

り、引き続き注視が必要であるという御認識であ

ると理解をいたしました。

　今後、決して放置することのできないこの課題

の解決に取り組んでいくためにも、県には、市町

村としっかり連携協力し、ぜひ子供たちの声や地

域の声にも耳を傾けて取り組んでいただきたいと

思います。

　また、中学校部活動の移行については、受皿と

して、総合型スポーツクラブをはじめ、地域自治

体、スポーツ少年団、地域にある既存の文化芸術

クラブなどを想定するとのことですが、これは国

の方針に書いてあるとおりのことであります。そ

ういう方法もあるという広い視野を持ちながら考

えていくべきだと思いますし、中学校の部活動移

行は、一体誰のためにやるのかという本質が忘れ

られているように思います。その答えは、ぜひ、

推進協議会を立ち上げられたとのことですので、

皆様で協議をしていただきながら考えていただく

ことに加えて、当事者である子供たちの声も聴き

ながら向き合っていただきたいと思います。

　私がこれまで長年地域スポーツに携わってきた

経験から御意見を申し上げるならば、文化部を含

めた部活動の地域移行は、子供たちにとって、今

よりももっとよくなっていくという前提で、多様

なニーズに応える地域の環境を整えていくことだ

と思います。目の前の子供たちが幸せになること

で、大人も幸せになり、地域もよりよくなってい

くのだと考えます。

　引き続き、部活動の地域移行の問題は、子供た

ちに関わる全てのことに関係する問題であり、学

校や地域だけでなく、社会全体の課題として捉

え、誰一人取り残さない熊本の教育環境の実現に

向けて、白石教育長、どうぞよろしくお願いした

いと思います。

　かなり早くなってしまったんですけれども、初

めての経験ですので、ちょっと早口で聞きにくか
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ったかなと思って申し訳ございません。まだ新人

ですので、プラスアルファで考えて言うことはで

きませんけれども、私なりに精いっぱい取り組ま

せていただきました。

　以上をもちまして、全ての質問が終了いたしま

した。

　現在、少子高齢化、人材不足などの課題に加

え、さらに、物価高騰により生活に不安を抱える

声も大きく、明るい未来が想像しにくい状況にあ

るかと思います。

　そんな中、私のふるさとである菊池郡では、Ｔ

ＳＭＣの進出により、大きな変化を迎える千載一

遇のビッグチャンスと言われる中、政治経験もな

い私を、地域の皆様が県議として選んでください

ました。そこには、これまでなかなか届いていな

かった子供たちの声、女性の声、様々な現場の声

を県政に届けてほしいという強い思いを地域の皆

様に託していただいたものだと受け止めていま

す。

　今後も、地域の皆様、県民の皆様とのつながり

を大切にしながら、全身全霊取り組んでまいりた

いと思います。

　恐れていたブザーを一度も聞くことがなく、こ

こまで来てしまいまして、これまでの先生方の中

で、ブザーを聞くたびに心拍数が最高に上がって

おりましたけれども、私はブザーを聞かずに終了

することになりました。

　引き続き、皆様方の御指導、御鞭撻を賜ります

ようお願い申し上げて、私の一般質問を終わらせ

ていただきます。

　時間が余って申し訳ございませんでした。御清

聴ありがとうございました。（拍手）

○議長(渕上陽一君)　この際、５分間休憩いたし

ます。

　　午前10時50分休憩

　　　　 ――――――――――――

　　午前11時開議

○議長(渕上陽一君)　休憩前に引き続き会議を開

きます。

　西山宗孝君。

　　〔西山宗孝君登壇〕(拍手)

○西山宗孝君　皆さん、こんにちは。宇土市選

出・自由民主党・西山宗孝でございます。

　今年春先より、コロナも５類へと移行され、県

内も地域の行事など復活し、地域経済も活況を増

しているところであります。中でも、スポーツ、

声出し応援もできなかった中で、いよいよ声出し

応援、これらの規制もなく、高校野球をはじめ多

くのスポーツが活況をなしてまいりました。

　私もスポーツ観戦大好きでありまして、バス

ケ、それからラグビー、野球と、声出し応援に、

今年は特に甲子園で母校が出ましたので、応援に

駆けつけました。

　スポーツといいますと、我々県民も国民も非常

に元気をいただくということで、皆さんも少し

ずつ元気になられたと思います。中でも、大谷

選手、やってくれました。10年間契約で1,000億

円、日本円にして。１年でどれぐらいだとか、昨

日、いろいろ家族で話し合っておりましたけれど

も、とてもじゃないけど想像もつかないような金

額で、すごいなと思いました。これも、やっぱり

国民あるいはこれからスポーツなりをする若者に

も元気を与えてくれると思っております。

　我が熊本出身の村上選手も、また後を追って近

い将来はメジャーリーグに行ってくれるんじゃな

いかと期待しております。村上宗隆選手を私も引

き続き応援していきたいと思っております。

　その一方で、この10月27日には、全国町村会会

長で、10期36年にわたり嘉島町長を務められまし

た荒木泰臣前町長がお亡くなりになられました。



－ 142 －

令和５年12月定例会　熊本県議会会議録　第５号（12月11日）

数々の御功績については、皆様も御承知のとおり

です。

　私にとりましては、東海学園の高校、大学の先

輩ということもあり、政治家になる前から、長き

にわたり、公私ともに御指導を賜りました。冷静

沈着の中にも、押しの強い方であったと思いま

す。ここに、改めて哀悼の誠をささげ、心からの

御冥福をお祈りしたいと思います。

　さて、本日で９回目の質問の機会をいただきま

した。５月の改選以降、議会、常任委員会、特別

委員会の管内外の視察をはじめ、自民党の各部会

や議員連盟などを通して、たくさんの政策課題に

も触れることができました。一方で、地元から

も、県政あるいは国政に関わる多くの声もいただ

いてまいりました。限られた項目となりますけれ

ども、時間いっぱい質問させていただきますの

で、どうぞよろしくお願いいたします。

　まず最初に、熊本都市圏の防災を支える体制の

強化についてお尋ねをいたします。

　先般、県庁新館に整備された新防災センターを

訪れ、改めて見学と説明をいただいたところです

が、１階の展示資料室では、多くの見学者を前

に、担当職員から、県の大規模災害の歴史や県民

一人一人ができる災害対策などについて丁寧な説

明などもあっており、参加者の皆様の間では、さ

らに防災の認識が高まっておられるように感じま

した。引き続き、幅広い県民への啓発を期待する

ところです。

　この新防災センターの整備に合わせて、昨年８

月に、新たな九州を支える広域防災拠点構想を取

りまとめられたところでありますが、本県は、九

州の中央に位置するという地理的優位性に加え

て、熊本地震や令和２年７月の豪雨という未曽有

の災害を経験したことも相まって、ますます九州

の防災拠点としての役割を担うにふさわしい県で

あるとの認識が、県内外に広がっている状況にあ

ると思います。

　九州の防災拠点として熊本県が担う機能として

掲げられている緊急時のプッシュ方式による支援

物資の物流がますます円滑化されていくために

は、集積拠点施設やサポート基地などの支援体制

を、今後充実強化していく必要があります。平時

にこそ有事を想定した十分な準備や対応が求めら

れており、いざというときに備えたハード、ソフ

ト両面の充実を、今こそ図っていく必要がありま

す。

　九州を支える広域防災拠点構想の中において、

支援物資の集積拠点整備の強化に資する補完施設

として、物資集積拠点のさらなる拡充が課題と上

げられております。また、県内全エリアへの拡充

の必要性が述べられております。

　今後、九州を支える広域防災拠点構想を推進し

ていく上で、熊本県内の支援機能強化を図ること

は喫緊の課題であり、県防災計画などを振り返

り、実態に沿った見直しや肉づけなどを進め、日

常的に防災学習や防災訓練のできるようなフィー

ルドとなり得る防災公園の設置に向けた検討も、

併せて進めていく必要があるのではないでしょう

か。

　私は、令和３年２月定例会の一般質問におきま

して、県政における宇土地域の振興について知事

にお尋ねをした際、知事からは、現段階では広域

的な防災公園のような施設整備を目指す構想はな

いとしつつも、県全体の発展のために重要な地域

であるとの認識を明らかにされ、さらに、強みで

ある宇土市の拠点性を生かした取組について、地

元としっかりと連携しながら進めてまいりますと

いう御答弁をいただいております。

　宇土市は、さきの熊本地震の際、被災地として

プッシュ方式により国や県内外からたくさんの支
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援物資をいただきました。その経験、反省を基

に、発災初期の支援、その後の支援の在り方を学

び、令和２年の県南豪雨の際には、宇土市のボラ

ンティア団体では、県内外から届く多くの支援物

資を届けるための支援拠点を宇土市に設け、被災

地が望む必要物資や、あるいはこれを仕分けして

送る流れをつくり、被災地側からの多様なニーズ

に応えることを実証、確認をされました。

　熊本都市圏北部には、菊陽町防災公園をはじめ

とした広域の大規模の運動公園等々も周辺に集積

しておりますが、災害時における物理的な支援拠

点の整備としては、都市圏の南部を支える、ある

いは都市圏の北部に、両方、こういった支援基地

の充実が必要ではないかと思います。

　特に、都市圏南部におきましては、都市圏の周

辺部、宇土市辺りには、そういった広域的な規模

の大きいものはありませんので、ぜひとも県南、

県北にこういった機能を集積していただければと

思っておるところでございます。

　防災公園に対する認識や防災機能強化の必要性

について、知事公室長にお尋ねをいたします。

　　〔知事公室長内田清之君登壇〕

○知事公室長(内田清之君)　本県では、熊本地震

や令和２年７月豪雨等の大規模災害の経験を生か

し、県内の防災体制のさらなる強化を進めるとと

もに、日本の災害に対する安全保障に貢献するた

め、九州を支える広域防災拠点構想の取組を進め

ているところでございます。

　まず、議員御指摘の緊急時のプッシュ方式によ

る支援物資の供給体制につきましては、同構想に

基づき、グランメッセ熊本を集積拠点とし、そこ

から県内の各避難所や他県が指定する場所等に迅

速かつ効率的に支援物資を届ける計画としてお

り、輸送用のヘリポートの整備やトラック輸送等

流通事業者との協定の締結などに取り組んでおり

ます。

　さらに、災害の発生地域や状況に応じて、県内

各地域に機動的に物資搬送が行えるよう、県との

協定に基づく県内11か所のＪＡ選果場等のほか、

宇土アリーナなど市町村が指定する73か所の施設

をグランメッセ熊本の補完拠点として活用するこ

ととしております。

　議員御質問の熊本都市圏におきましても、この

補完拠点を活用した災害対応訓練を実施してお

り、本年10月の県総合防災訓練では、宇城市にあ

る県博物館ネットワークセンターを活用して、緊

急物資輸送訓練等を行ったところでございます。

　また、防災学習機能につきましても、本県の回

廊型震災ミュージアムにも位置づけられている県

防災センター展示・学習室や宇土市役所新庁舎な

どがあり、災害の経験や教訓、自助、共助等を学

ぶ場として、既に多くの県民、市民の皆様に御利

用をいただいているところです。

　さらに、議員御紹介の菊陽町の取組のように、

新たに市町村において、自助、共助、公助の視点

から、防災公園等の拠点整備が進められていま

す。

　県としては、市町村の取組とも十分連携をしな

がら、人口や都市機能が集積する熊本都市圏の防

災機能の強化を図っていくことが必要だと考えて

おります。

　加えて、現在、本県においては、南海トラフ地

震の発生や国民保護法に基づく他県からの避難住

民の受入れなど、危機管理上の新たな課題への対

応も求められており、これまでにも増して、広域

的な視点での防災機能の強化が必要になるものと

認識しております。

　来年１月には、国及び鹿児島県と共同で、県内

市町村への避難住民の受入れを想定した国民保護

に関する訓練を実施することとしております。
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　これらの訓練結果等を十分に検証し、熊本都市

圏を含めた県内の危機管理対応力を高めるととも

に、引き続き、本県が九州の広域防災拠点として

の役割を果たせるよう、必要となる防災施設の整

備や機能の強化につきましても、関係市町村とも

しっかりと連携しながら検討を進めてまいりま

す。

　　〔西山宗孝君登壇〕

○西山宗孝君　今朝もニュースで聞かれた方もい

らっしゃると思いますけれども、国からの発信

で、ミサイル攻撃に備えた避難の在り方について

の――八代市にそういった避難受入れ体制をつく

るべきであるかどうかということで、まあ国から

の発信でありましたので、今朝県の方にも聞いた

んですけれども、まだ具体的に八代市にするとか

どこどこにするとかいうことではなくて、県内で

はそういった拠点も含めてこれから整備をしてい

かなければならない、これは有事に備えてという

ことでありますので、災害等全般も含めたところ

になろうかと思います。

　本県が九州の広域防災拠点として、その機能を

十分に発揮していくためには、熊本都市圏の防災

機能の強化という足元の取組が大変重要である

と、先ほどの公室長の答弁でお伺いいたしまし

た。

　答弁にあった国民保護に関する訓練の結果を検

証して、都市圏を含めた災害対応力を高めるた

め、必要となる防災施設の整備や機能の強化につ

いて検討を進めると伺いました。

　県北を含む熊本都市圏の機能をさらに強化する

ためには、平時より県民の防災教育をフィールド

においても常時体験できる、あるいは県民のこう

いった防災意識を高めるためには、通常の訓練だ

けではなくて、この防災公園なるものの存在が非

常に私は重要であると思っておりますし、また、

全国にも、国あるいは地方において、そういった

フィールドによる防災公園の整備も実例としてあ

っております。ぜひとも必要でありますので、そ

ういった機能の強化の中でも、こういった防災公

園等々についても御検討いただければと思ってお

ります。よろしくお願いいたします。

　続いて、２番目の質問になりますけれども、熊

本観光の魅力創出と宿泊税の導入についてお尋ね

をいたします。

　新型コロナウイルス感染症の位置づけが、今年

５月、２類から５類に変更されました。これを受

けて、全国的に観光需要も大きく回復し、コロナ

禍以前の水準にほぼ回復している状況でありま

す。外国からの観光客数も回復しつつあります。

　観光地の保全目的や観光振興に係る基盤整備経

費の財源とするための宿泊税導入の検討も全国各

地で始まっておりますし、既に導入している自治

体も多くあります。

　熊本市では、令和５年10月に、宿泊・旅行業関

係者や学識者らによる検討委員会を設置し、宿泊

税導入の是非を含めて諮問を行い、来年３月に答

申を受ける方針であるとの報道もあっておりま

す。

　宿泊税は、地方自治体独自に設ける法定外目的

税で、観光振興施策の財源などに役立てることが

大きく期待されております。九州では、福岡県、

福岡市、北九州市が2020年４月に初めて導入し、

長崎市も本年度に新設しております。

　福岡市では、2022年までの３年間で、計37億の

宿泊税収入があります。税収は、大型コンベンシ

ョンの誘致や受入れ環境の強化などに広く活用さ

れているところであります。

　宿泊税を導入した全ての自治体では、宿泊税の

使い方について、観光振興も含まれており、その

税収は、観光地の案内板設置や海外へのＰＲ、あ
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るいは観光地までのシャトルバス運用やシェアサ

イクルなどの環境に配慮した様々な観光振興策に

充当されています。

　九州では、福岡、長崎に次ぐ観光地として魅力

のある熊本を今以上に全国に発信していくために

は、現状の財政的な面を考えると、一定水準の特

定財源を持ちながら、県内各地域の観光振興を図

ることが必要ではないかと思います。

　既に実施されている福岡の場合は、福岡市と北

九州市以外の地域に宿泊した場合の宿泊税は200

円です。全て県税収となり、福岡市内に２万円未

満の宿泊料金で宿泊した場合には、宿泊税は200

円ですが、そのうち県税が50円、福岡市税が150

円として、観光客の負担にならないように収入が

区分されているなど、宿泊税導入に向けて検討す

べき課題はたくさんあると思います。

　また、県南においては、いまだ観光客数が完全

に復活していないところもあるやに聞いておりま

す。

　このように、宿泊税について、観光振興財源と

して、その魅力や税負担の課題、そして導入に伴

う観光客の減少のおそれなどもありますが、様々

な観点から、観光業関係の方々に寄り添って、正

面から議論を尽くしていくことが何よりも重要で

はないかと思います。

　熊本観光の魅力創出強化にも資することにもな

るので、この宿泊税の導入について、今後どのよ

うに取組を進めていかれるのか、観光戦略部長に

お尋ねをいたします。

　　〔観光戦略部長原山明博君登壇〕

○観光戦略部長(原山明博君)　熊本観光の魅力創

出と宿泊税の導入についてお答えします。

　宿泊税は、持続可能な観光の実現に向けた自主

財源を安定的に確保する上で有効な手段と考えま

すが、本県においては、現在、既に導入している

自治体の成果と課題等を把握するなど、研究を行

っている状況です。

　宿泊税については、議員御紹介のとおり、福岡

県、福岡市、北九州市をはじめ、３都府県５市１

町で導入されています。

　福岡県では、令和４年度に約13億円の宿泊税収

入がありますが、例えば、宿泊施設改修等の受入

れ対応強化や市町村の観光施策のための財政支援

など、県全体の観光の底上げを図るために活用さ

れており、宿泊客や市町村から評価する声が寄せ

られていると聞いております。

　一方、宿泊事業者からは、旅行者の減少に対す

る懸念や税の申告、納入等の手続が煩雑で負担で

あるとの声も上がっているとのことです。また、

他県の例では、県内からの宿泊者が多い地域での

宿泊税導入は、結果的に県民の税負担を増加させ

るものだという意見も出されています。

　本県では、県全体としての延べ宿泊者数はコロ

ナ前の水準に戻っていますが、地域によってばら

つきがあり、被災地などは、まだ回復途上にあり

ます。これらの状況を踏まえると、現時点におい

て、宿泊税を県税として県全域に導入することに

ついては、慎重な検討を要すると考えています。

　熊本市においては、宿泊税検討委員会を設置し

て、導入の是非を含めた検討を開始しており、現

在、市内の宿泊事業者や来訪者を対象にアンケー

ト調査を実施していると聞いています。

　県としては、熊本市を含めた県全体の観光振興

に取り組んでいることから、この検討委員会にオ

ブザーバーとして参加しています。委員会の議論

やアンケートの結果を注視するとともに、熊本市

と緊密に意見交換を行いながら、宿泊税につい

て、様々な角度から研究を深めてまいります。

　　〔西山宗孝君登壇〕

○西山宗孝君　税の新設を後ろ向きに考えるので
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はなく、観光振興財源の確保と地域住民の平穏な

生活を保障していくためのコストであるという視

点で、ぜひ前向きな議論をお願いしたいと思いま

す。

　法定外目的税としての宿泊税の導入は、観光県

熊本の魅力創出強化に向けて、今後様々な施策を

展開する上で、財政的な基盤の一翼を担うことに

つながるものであります。安定財源を確保しての

継続的な息の長い観光振興は、コロナ禍で行われ

ました一過性の振興策と比較すると、より地域や

関係団体の要望に沿った政策を実行することなど

工夫を凝らせば、地に足のついた取組になるとい

うことが十分期待できると思います。

　先ほども御答弁ありましたように、今熊本市が

鋭意進めておりますこのタイミングで、県、市連

携で協議していく、検討しながら進めていくとい

うお話もありましたが、ぜひとも、熊本市、熊本

県合わせたところで、この税の導入についても検

討いただきたい、そういう機会が、チャンスが今

到来していると思いますので、よろしくお願いい

たします。

　次に、主要幹線道路の景観保全整備についてお

尋ねをいたします。

　今年の夏も、11月中旬までは夏日が記録される

など、酷暑が続きました。我が家の庭も雑草が茂

り、幾度となく市のシルバー人材センターなどに

お願いする夏となりました。

　県道沿線においても、雑草が道路に広がり、道

路交通に支障を来すこともしばしばありました

し、沿線の景観形成にも支障を来していました。

　広く幹線道路に目を向けますと、熊本から天草

に向かう宇土市の東西を抜ける国道57号にあって

は、ＪＲ三角線も並走しており、沿線には、干潟

で有名な有明海の美しい景観スポットや『ONE   

PIECE』のジンベエ像もあり、地域の方々より、

この雑草の多さには苦情を受けることがしばしば

ありました。また、この沿線は、県南の重要な観

光ルートでもあり、旅行関係者の方々からも建設

的な意見も伺っております。

　交通への支障もさることながら、沿線地域の景

観も阻害しています。地域より多くの要望もあり

まして、その都度道路管理者へお願いする機会も

増えてまいりました。

　国道57号では、宇土市の地域の行政区長会連合

会より、令和３年に、市、県、国へ、除草や、あ

るいはガードレールの整備、舗装などについて、

整備の要望が出された経緯もありました。

　道路の維持管理目的として、除草作業のみでな

く、沿線景観を保全するための取組として、県内

主要幹線道路沿線の保全活動が効率的にできるよ

うな仕組みの導入の検討も必要ではないかと考え

ることが多くなりました。

　今年６月議会の一般質問においては、我が党の

坂梨議員から、河川、道路等の維持管理について

貴重な質問もありました。

　本日は、北海道札幌市からせたな町における道

路管理者と地域住民との協働で、当該路線に求め

られる役割や目指すべき方向を検討し、その中で

景観保全活動を進めて大きな成果を成し遂げてき

た国道230号における協働型道路マネジメント検

討会の事業例を紹介しながら、本県の今後の道路

管理の在り方についても、お尋ね、御提案をさせ

ていただきたいと思っております。

　先ほども、観光県熊本についての施策を質問い

たしましたが、本県の観光は、アジアを中心とし

たインバウンドも後押しになって、これまで以上

の誘客が期待されています。

　地域住民とともにおもてなしの心を醸成してい

くことを念頭に進めてきた北海道における取組

は、７年目を迎え、沿道の景観づくりに大きな成

で有名な有明海の美しい景観スポットや『ONE『ON E
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果を出すことに加えて、子供たちあるいは地域の

社会教育にも大きな成果をもたらしていると聞い

ております。

　本県は、北は阿蘇から南は八代、天草にかけ、

多くの魅力ある観光資源があります。県では、今

年10月に開催されたツール・ド・九州2023などの

ビッグイベントの際には、緊急対応で道路やその

沿線の景観整備がなされて、美しい熊本を提供す

るとともに、天草街道おもてなし一斉除草である

とか、ロード・クリーン・ボランティア事業やマ

イ・リバー・サポート事業などに取り組んでこら

れました。

　しかし、年間を通して、特に夏場における除草

においては、県内一斉に対応することは大変難し

い面もあることや、また、予算も人材も十分とは

いえない事情もあって、現状に対して対策が追い

つかないのが実情であります。

　今後、道路維持管理のためのＤＸ化やボランテ

ィア啓発も必要でありますが、景観保全の観点か

らも、もう少し地域に密着した手法も必要である

と思います。先ほどの北海道の実例が全国で広が

っていると伺っておりますが、熊本県としてどの

程度認識をお持ちでしょうか。

　県も、マンパワー不足の中で、地域の住民、関

係する機関と知恵を絞って、個人や関係機関、そ

れぞれの責任、役割を明確にしながら、持続可能

な管理、保全の在り方を真剣に検討する時期にな

っていると思います。

　そこで質問ですが、人材不足や財政事情に加

え、観光の視点から、今後の道路沿線の環境景観

の保全をどのように考えていかれるのか、また、

ＳＤＧＳの観点から、持続可能な社会づくりを背

景に、主要幹線道路の景観保全整備に向けた取組

を今後どのように進めていかれるのか、現状の認

識と併せて、土木部長にお尋ねをいたします。

　　〔土木部長亀崎直隆君登壇〕

○土木部長(亀崎直隆君)　県では、車両や歩行者

の安全で円滑な交通を確保する目的で、道路区域

内において、除草や街路樹の剪定等による維持管

理を行っております。

　加えて、沿線景観の保全、整備という観点から

は、観光地につながる道路の景観向上等を行う緑

のウェルカムプロジェクトや住民の皆様が参加し

て道路の美化活動を行うロード・クリーン・ボラ

ンティア事業などにも取り組んでおります。

　このような沿線景観の保全を持続的、発展的に

進めていくためには、これまで以上の取組が必要

であり、議員御提案の地域住民等との協働は、有

効な手法の一つであると認識しております。

　現在、ロード・クリーン・ボランティア事業へ

の参加団体は、20年前の69団体から、昨年度末に

は541団体に増えるなど、着実に地域に根づいて

きております。

　このような活動の高まりを、美化活動の枠を超

えて、熊本の魅力ある観光資源を生かすための沿

線景観づくりにつなげていくことが必要であり、

その際には、子供たちなど世代を超えて幅広く参

加いただくことも重要だと考えております。

　このため、まずは、沿線景観の魅力的な主要幹

線道路をモデル路線として選定し、ロード・クリ

ーン・ボランティアの皆様をはじめ、地域住民や

関係機関の方々を協働の対象として、沿線景観を

持続的に保全、整備していく新たな仕組みを検討

してまいります。

　　〔西山宗孝君登壇〕

○西山宗孝君　質問でも述べましたが、道路は道

路管理者、あるいは鉄道敷は鉄道会社、ＪＲ、民

地は行政不介入といったような縦割りで、何とな

く地域の方々も仕方のないことだと諦めている事

例がいろんなところであっているのではないかと
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思います。

　この道路の景観あるいは除草あるいはガードレ

ール、道路等々の整備については、令和４年度で

見ますと、予算ベースなんですけれども、除草作

業関係予算で14億円強、舗装関係で30億、あるい

は道路安全関係、ガードレールや線引き等々で３

億、これは令和４年度で約48億ぐらいの予算があ

りますが、恐らく、この県内全域を見る中で、こ

の予算では十分足りない、その分追いついていか

ないということが現実だと思いますが、こういっ

た予算の充実も必要だと思うんですけれども、こ

ういった事業を執行する土木の事業者の方々に加

えて、先ほど申しました地域の方々、一体となっ

て熊本の道路の景観をつくっていくことは非常に

大切なことであるし、これから先も必要になって

くると思います。

　おもてなしの心とか、そういったものはたくさ

んあろうかと思いますが、やっぱり目で見て美し

い道を、県外から来られる方々あるいは県内から

来られる方々が、旅行に行く、訪れるということ

については、これはまさしく熊本の心の一つでは

ないかと思いますので、ぜひとも御検討の上、事

業を推進されていただきたいというふうに思いま

す。

　次に、水産業の担い手支援対策についてお尋ね

をいたします。

　去る10月24日より、海の再生環境特別委員会に

おいて、岩手県を中心に、管外視察研修に参加さ

せていただきました。

　非常に充実したこの２泊３日の研修でありまし

たけれども、その中で特に私が印象に残ったの

は、いわて水産アカデミーです。お聞きになった

方は少ないかもしれませんが、国内有数の漁場と

して知られる三陸海岸を舞台に漁業を営む若者た

ちが学ぶ学校であります。

　この学校のコンセプトに、｢岩手で漁師にな

る！その強い想いを、いわて水産アカデミーは全

力で支えていきます｡」とありました。(資料を

示す)今スライドに映っていると思いますが、ま

た、その中に、漁業経験や知識がなくても、漁業

をなりわいとしたい、そういう決断をした人が、

着実にその目的に向かって歩み始め、漁師になれ

るようしっかりと後押しをする、実践重視の漁業

研修機関、それがいわて水産アカデミーですとあ

りました。

　岩手県では、県内の漁業関係団体と市町村単位

の新規漁業就業者育成協議会及び県で構成するい

わて水産アカデミー運営協議会を組織し、漁業の

中核を担う人材の育成を目指していわて水産アカ

デミーを設立されております。

　１年間を通して、座学や実際の漁業現場での

実践を積んで研修する機関です。受講料は11万

8,800円とありましたが、これは、国や市町村の

様々な支援制度を活用することで賄っていくこと

もできるようであります。

　熊本県内には、設置目的やその体制には違いが

ありますが、第一次産業の担い手育成機関として

代表的なもの、県立農業大学校や、あるいは林業

大学校などの機関がありますが、それぞれに大き

な成果が出ており、特に農業大学校の出身者に

は、本県の農業のリーダーとして第一線で活躍し

ている多くの人材が輩出されております。

　少子高齢化が本県においても急速に進む中、多

業種にわたって人手不足も心配されております。

その中でも、水産業へのてこ入れには、鋭意県も

努力をされているところでありますが、人手不足

や後継者不足に対する不安は、いまだ払拭されて

おりません。

　農林水産省の漁業センサス報告書によります

と、漁業就業者は、高齢化等により減少傾向が続
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いており、平成15年には熊本県内で約１万人だっ

たのが、それ以降１万人を割り込み、15年後の平

成30年には5,400人程度と半減しております。

　一方、ノリや魚類養殖の産出額については、農

林水産部、とりわけ水産研究センターの職員の皆

さんのたゆみない努力によって、右肩上がりが見

られるところであります。

　(資料を示す)この棒グラフが就業者数のグラフ

でありまして、折れ線のほうが水揚げ高という表

になっております。

　また、漁業者の方々の本当に努力で、今年も秋

芽ノリが何とか入札に上がるというような状況

も、相当久しぶりのノリの話でありますけれど

も、しかしながら、漁業就業者の高齢化も進んで

いることから、このままでは、本県の漁業就業者

の減少に伴い、生産量がさらに減少し、消費者へ

水産物が安定して供給されなくなってしまうおそ

れもあります。

　熊本の豊かな海の恵みをなりわいとする人々の

雇用を維持し、担い手を確保することは、地域経

済の発展はもとより、県内水産業の振興を図る上

で、まさに喫緊の課題であります。

　本県においても、新規就業者の確保に向けて、

国の支援制度も活用しつつ、座学や実際に漁協や

漁業者による実技研修などが行われております。

　しかし、これらの取組が研修制度として体系化

されていないことから、漁業就業者を希望する方

々に対して広く周知した上で、漁業就業を希望す

る方にとって、もっともっと認知度を高めていた

だく必要があると思います。

　そこで、本県におきましても、岩手県の水産ア

カデミーなどを手本にしながら、漁業の就業希望

者に向けた魅力的な研修体制を構築することが必

要であると考えますが、今後の漁業就業者の確保

に向けて、就業を望む方々が夢と希望を持って参

加したくなるような研修機関の設置や、現就業者

にとって、さらなるプライドを持てるような水産

業の育成の在り方などについて、どのようにこれ

から取り組んでいかれるのか、農林水産部長にお

尋ねをいたします。

　　〔農林水産部長千田真寿君登壇〕

○農林水産部長(千田真寿君)　県では、新規就業

者の確保に向けて、漁業団体や市町で構成する熊

本県漁業就業支援協議会を組織し、東京や福岡で

の漁業就業フェアへの出展や漁業体験プログラム

の企画、運営などに取り組んでいます。

　漁業へ就業するには、漁場の特性、漁法に応じ

た特殊な操業技術の習得や、これを踏まえた安全

性の確保が重要と認識しています。

　県水産研究センターにおいては、国の制度を活

用し、就業希望者に座学と実践を組み合わせた３

か月から２年間の研修を提供しています。また、

漁業者に雇用された新規就業者には、現場での実

践研修を行っています。これまでに延べ23名が受

講されており、来年１月から新たに２名が研修を

受ける予定です。

　さらに、本県独自の取組として、就業後のミス

マッチを防ぎ、定着につながるよう、就業前研修

の前に、最長６か月のマッチング研修を、漁業団

体や市町と連携して行っています。

　就業間もない漁業者や若手漁業者の育成につい

ても、漁業に関する法律や資源管理型漁業など、

時勢を捉えたテーマを取り扱ったセミナーや現場

のニーズに対応した新たな技術習得のための実務

研修を開催しています。

　引き続き、稼げる漁業の実現に向けた実践力が

身につく研修となるよう取り組んでまいります。

　独立しようとする漁業者には、必要となる漁具

や漁船について、県独自のリース制度による設備

投資の支援を行い、安心して就業できる体制づく
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りにも取り組んでいます。

　議員御紹介の岩手県の研修体制につきまして

は、本県の取組をさらに充実するため、参考にな

ると考えています。

　引き続き、漁業団体や市町と連携し、将来の水

産業を支える担い手の確保に向け、情報発信を充

実するとともに、いわて水産アカデミーの取組も

参考にしながら、漁業就業希望者や若手漁業者が

将来に夢を持てる魅力ある研修内容や研修体制の

在り方について検討してまいります。

　　〔西山宗孝君登壇〕

○西山宗孝君　最近の若い担い手に加えて、サラ

リーマンから中途退職して農業や林業、漁業に転

職されるＵＩＪターンの方々も増えつつあると聞

いております。人口減少、担い手不足、経営の難

しさなど、水産業を取り巻く後ろ向きな話は幾ら

でもありますが、ここで我々は立ち止まるわけに

はいかないんです。

　熊本は、農業県であり、林業県であり、そして

漁業県でもある。蒲島県政において、水産業にも

力を注いでいただきました。水産県熊本の漁業に

さらに光を当てて、魅力ある水産業をＰＲし、新

規就業者を確保していく取組をぜひ進めていただ

きたいと思います。

　今朝もニュースで、玉名か長洲だったのか確認

できませんでしたけれども、ノリ養殖の現場で、

親方が外国人を手取り足取りその現場で研修して

いる……(発言する者あり)荒尾でしたっけ、見さ

せていただきました。

　ぜひとも、この現場では親方たちも待っており

ますし、また、私の地元には、親子３代にわたっ

て漁業を営む家庭があるんですけれども、やっぱ

り今の若手は、経営分析一つにしましても、ある

いはノリの研究にしましても、県とか行政に任せ

るだけじゃなくて、自分自身でＤＸ化を進めなが

ら勉強しております。

　また、最近、漁業の服装も、昔と違って非常に

彩りもよく、格好いい服装も、海では輝いている

漁師が多いんです。こういったことも含めて、憧

れるような、そういった啓発をしていただきたい

と思います。

　いわて水産アカデミーの取組が、まさしく全て

が好事例であると言っているわけでもありませ

ん。そういった認識を持って、少なくともこの研

修センターなるもの、研修施設となるもの、ある

いは研修期間が――開設の理念ぐらいは市民に、

県民に示せるような、就業者に示せるような、そ

ういったことも視野に入れながら、今後検討して

いただきたいと思います。

　宇土市の場合は、一次産業、農林水産業を含め

て、この地域の発展こそが中心部の市街地の商店

街の活性化に即つながるような都市構造にもなっ

ておりますので、どうかよろしくお願いしておき

たいと思います。

　続いて、くまもとアートポリス事業の推進と展

望についてお尋ねをいたします。

　質問に当たって、改めてスマートフォン片手

に、フリー百科事典ウィキペディアでくまもとア

ートポリスを検索してみました。

　そこには、海外メディアにおいても、熊本県全

体が建築博物館である世界に類を見ない地域と紹

介されておりました。次々に建設される個性的で

魅力的な建築物の数々、始まった当初の華々しい

取組が記憶にある方もいらっしゃるかと思いま

す。

　30数年前になりますが、私も、前職、元の職場

で、この事業に少しの期間関わった一人として、

この取組を改めて思い起こしたところです。

　しかしながら、本県を取り巻く情勢としまして

は、熊本地震や県南豪雨、さらには、コロナ感染
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対策といった困難案件を抱えていること、また、

ＴＳＭＣ進出による開発ラッシュが続いているこ

となどから、アートポリスといった課題は、あま

り大きく取り上げてこられなかったような気がい

たします。

　一昨年には、一般質問で、アートポリス事業の

進捗についてお尋ねをしたところでありました

が、これも復興さなかで、現状をお尋ねするにと

どまっておりました。

　しかしながら、県担当部局、土木部、建築の皆

さんによって、４年に１度のアートポリス展や建

築作品の推進情報の発信など、地道な努力もあっ

て、本年７月には、震災復興のシンボルとなる震

災ミュージアムＫＩＯＫＵが、南阿蘇村にアート

ポリス事業として建設されました。

　くまもとアートポリスの基本理念は、熊本県を

舞台に豊かな自然や歴史、風土を生かしながら、

後世に残り得る建築的文化資産として優れた建物

を造るということにあります。

　文化的資産価値の高い建物が、県内各地域に散

在し、美しい景観を形成していくことは、本県の

文化の振興はもとより、観光振興という面から

も、大きく歓迎される取組であると思います。

　本県の足元では、ＴＳＭＣの進出に伴い、台湾

をはじめ世界各国から多くの外国人が熊本を訪

れ、その素地も整いつつあります。この機会に、

アートポリス事業を、公共建築物にとどまらず、

民間施設にも波及させ、より広がりのある県民運

動として、これまで以上に一層盛り上げていくべ

きではないかと思います。

　熊本県の文化遺産として、未来へ歴史を刻む事

業として、国内外の著名な建築家や研究者などか

ら大きな期待も寄せられております。

　そこで、海外生活や研究、大学教育などにおい

ても、幅広い人脈と豊富な経験をお持ちの蒲島知

事に、くまもとアートポリスの事業推進に向けた

御認識と展望をお尋ねいたします。

　　〔知事蒲島郁夫君登壇〕

○知事(蒲島郁夫君)　議員御紹介のとおり、くま

もとアートポリスは、他県にはない熊本独自の建

築文化事業であります。建築文化の向上に貢献し

た取組を評価され、日本建築学会文化賞をはじ

め、多数の賞を頂いております。

　このプロジェクトで多岐にわたって指導や助言

等を行うコミッショナーとして、これまで、磯崎

新氏、高橋靗一氏、そして現在の伊東豊雄氏と、

世界的な建築家に就任いただいております。これ

までの御尽力に対し、改めて感謝の意を表したい

と思います。

　さて、県内には、国宝に指定された通潤橋、ま

た、青井阿蘇神社など、優れた建造物がありま

す。アートポリスの建造物も、国内外から高い評

価を受けています。そのことが、熊本が建築博物

館として注目されているのだと考えています。

　アートポリスは、これまで、42か国で開催され

た海外巡回展や海外の専門家を招いたシンポジウ

ムの開催などの効果があり、海外から多くの見学

者が訪れています。

　先月も、韓国の建築団体が、７月に完成した熊

本地震震災ミュージアムＫＩＯＫＵを訪れ、阿蘇

の美しい風景に溶け込んだ建築の中で、熊本地震

からの創造的復興の取組を学ばれたところであり

ます。

　これまで、県内各地に完成した108のアートポ

リスの建造物は、地域社会に溶け込み、本県の建

築文化、都市文化の向上や観光資源として地域活

性化に貢献してきました。

　熊本地震や豪雨災害においては、伊東コミッシ

ョナーから助言を受けて、被災された方々が少し

でも安らぎを感じる仮設住宅やコミュニティーの
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場となるみんなの家の整備に取り組むことができ

ました。

　木造の仮設住宅やみんなの家は、とても温かみ

が感じられ、利用している方々にも明るい笑顔が

戻り、アートポリスの新たな可能性を感じたとこ

ろです。

　現在、技能者の育成につながる木材加工場や廃

校の小学校を利活用するプロジェクトなど、民間

施設にも広がりを見せています。

　全国で唯一無二の事業として、36年間アートポ

リスを継続してきたことは、熊本県として誇りで

あり、県民とともに育んできたことは、とても意

義があると思います。

　今後は、ＴＳＭＣの進出により、台湾をはじめ

とした外国人の方々が来訪する機会が増えます。

それをチャンスと捉え、建築展をはじめ、様々な

場面で、県内の優れた建造物の情報を国内外へ積

極的に発信するとともに、建築文化の向上に大き

な役割を果たしてきたアートポリスの意義、成果

を広く伝えてまいります。

　　〔西山宗孝君登壇〕

○西山宗孝君　過去には、富山県、岡山県、広島

などでも、この熊本と同じような取組を行われた

と私も記憶しております。細川知事から蒲島知事

に至る４代の知事によって、このような事業が継

続しているのは、全国でも熊本県だけであると聞

いております。

　アートポリス事業としては、八代市立博物館未

来の森ミュージアムをはじめ、完成したプロジェ

クトは、県内108例に及んでおります。

　先日、来年春に開業が予定されておりますこど

も図書館、こども本の森 熊本の館長に女優の宮

崎美子さんが就任されるというニュースがありま

したが、その図書館の設計は、アートポリス事業

を引っ張ってこられた、世界的にも有名な、ある

いはアジアや広く世界に作品もお持ちの建築家の

安藤忠雄さんでありまして、本事業も、アートポ

リス事業の成果の一つではないかと思います。ど

うか引き続き、この宝物を未来に向けて活用、発

信していただきたい。

　特に、建築部局の方々とヒアリングの中でお話

しする中で、あまり海外の経験もない方々がいら

っしゃったので、知事、もっと建築、土木部局に

も、海外へも視野を広げていただいて、建築の作

品、街についても勉強していただくように御指導

いただければと思っております。よろしくお願い

いたします。

　最後になりますが、介護人材不足の対策につい

て、要望を１つお願いしておきたいと思います。

　超高齢社会を迎えている我が国において、2040

年には、少子化によって進んできた若年世代の人

口減少と団塊ジュニア世代が高齢化するタイミン

グが合わさることによって、社会保障を支える生

産年齢人口が大きく減少し、労働者不足が深刻化

すると見込まれており、今後の介護人材の確保

は、本県においても大きな課題の一つになると言

われております。

　現在、国においては、来年度の介護報酬改定に

向けて、様々な検討がなされております。その中

で、介護職の処遇改善も検討課題に上がってお

り、一部報道によりますと、介護職員の賃金に

ついては、月額6,000円という話も聞いておりま

す。

　これは、本年度の熊本県の最低賃金引上げが過

去最大の45円であったことで、既に全産業で月額

7,200円程度の底上げとなっており、6,000円程度

の介護職員の賃金では、これではちょっとという

御意見が多いのではないかと思います。

　国に対して、機会を捉えて、介護人材の確保に

つながる取組への必要な財政措置や介護のイメー
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ジを向上させる魅力の発信なども積極的に要望す

ることも、併せて必要であると考えます。

　介護人材の確保に向けて、賃金引上げにとどま

らず、職員の負担軽減を図るための施策につい

て、国への要望活動を含め、県としても強い取組

をお願いしておきたいと思います。よろしくお願

いいたします。

　以上で通告しておりました質問及び要望を全て

終わりました。

　本議会一般質問の最終日、最後の登壇となりま

したが、一般質問初日に、我が党の前川会長の質

問に答えられました蒲島知事の不出馬宣言には、

県下に激震が走りました。

　蒲島知事、お気持ちに変化はありませんでしょ

うかと問いたくなるのは私だけではなくて、多く

の県民の中には、そういった気持ちを持っている

と思います。

　知事には、私が県議になりましてから、６度の

質問、答弁をいただきました。主に地域づくりの

視点からの質問でしたが、そのたびに、真摯に、

県民にも分かりやすい言葉で答弁をいただきまし

た。

　今議会において知事選不出馬の表明をされた蒲

島知事の思い、数々の蓄積については、今後、熊

本づくりに大きく生かされていくものと確信して

います。残された期間、引き続き県政課題に強力

なリーダーシップを発揮されますようにお願い申

し上げまして、質問を終わりたいと思います。

　御清聴ありがとうございました。(拍手)

○議長(渕上陽一君)　以上で通告されました一般

質問は全部終了いたしました。

　これをもって一般質問を終結いたします。

　　　　 ――――――――――――

　日程第２　議案等に対する質疑(第１号から第

　　47号まで)

○議長(渕上陽一君)　次に、日程第２、目下議題

となっております議案第１号から第47号まで等に

対する質疑を行いますが、ただいままで通告はあ

りません。よって、質疑なしと認めます。

　　　　 ――――――――――――

　知事提出議案の上程(第48号から第56号まで)

○議長(渕上陽一君)　次に、お諮りいたします。

　知事提出議案第48号から第56号までが提出され

ましたので、この際、これを日程に追加し、一括

して議題といたしたいと思います。これに御異議

ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(渕上陽一君)　御異議なしと認めます。よ

って、知事提出議案第48号から第56号までを日程

に追加し、一括して議題とすることに決定いたし

ました。

　知事提出議案第48号から第56号までを一括して

議題といたします。

　　 ―――――――――――――――――　　

　第48号　令和５年度熊本県一般会計補正予算

    (第６号)

　第49号　令和５年度熊本県港湾整備事業特別会

　　計補正予算(第３号)

　第50号　令和５年度熊本県流域下水道事業会計

　　補正予算(第４号)

　第51号　令和５年度熊本県電気事業会計補正予

　　算(第２号)

　第52号　令和５年度熊本県工業用水道事業会計

　　補正予算(第１号)

　第53号　令和５年度熊本県有料駐車場事業会計

　　補正予算(第１号)

　第54号　令和５年度熊本県病院事業会計補正予

　　算(第３号)

　第55号　熊本県一般職の職員等の給与に関する  

    条例等の一部を改正する条例の制定について
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　第56号　熊本県立学校職員の給与に関する条例

　　等の一部を改正する条例の制定について

　　 ―――――――――――――――――　　

○議長(渕上陽一君)　次に、ただいま議題といた

しました議案に対する知事の説明を求めます。

　知事蒲島郁夫君。

　　〔知事蒲島郁夫君登壇〕

○知事(蒲島郁夫君)　本日追加提案しました議案

について御説明申し上げます。

　まず、一般会計補正予算は、先月29日に成立し

た国の令和５年度補正予算によるデフレ完全脱却

のための総合経済対策などに対応するものです。

　具体的には、物価高騰の影響を受けた生産者、

事業者への支援、半導体関連産業の集積に伴う対

策、防災・減災、国土強靱化等の推進に要する経

費などを計上しています。

　また、職員の給与改定等に必要な条例改正の提

案とともに、給料、期末・勤勉手当等の増額に要

する経費も計上しています。

　これらにより、追加提案分の補正額は437億円

となり、冒頭提案分と合わせた12月補正予算の総

額は541億円、補正後の一般会計予算額は１兆46

億円となります。

　このほか、本日は、人事案件についても提案し

ております。

　これらの議案について、よろしく御審議くださ

るようお願い申し上げます。

○議長(渕上陽一君)　次に、ただいま議題といた

しました議案のうち、第55号及び第56号につきま

しては、職員に関する条例案であり、地方公務員

法第５条第２項の規定により、人事委員会の意見

を聴く必要がありますので、ただいまから人事委

員会の意見を求めます。

　人事委員会委員長出田孝一君。

　　〔人事委員会委員長出田孝一君登壇〕

○人事委員会委員長(出田孝一君)　本議会に追加

提案されました議案第55号及び議案第56号につい

て、地方公務員法第５条第２項の規定に基づき、

人事委員会の意見を申し述べます。

　まず、議案第55号につきましては、本委員会が

本年10月に議会及び知事に対して行いました職員

の給与等に関する報告及び勧告の内容に沿って、

地域の民間給与との均衡を図るため、給料表等の

引上げ改定を行うものであり、適当であると考え

ます。

　次に、議案第56号につきましては、令和６年４

月に県立ゆうあい中学校が開校することに伴い、

関係規定を整備するものであり、適当であると考

えます。

○議長(渕上陽一君)　次に、ただいま議題といた

しました議案第48号から第56号までに対する質疑

を行いますが、ただいままで通告はありません。

よって質疑なしと認めます。

　　　　 ――――――――――――

　日程第３　知事提出議案の委員会付託(第１号

　　から第56号まで)

○議長(渕上陽一君)　次に、日程第３、目下議題

となっております議案第１号から第47号までにつ

きましては、さきに配付の令和５年12月熊本県議

会定例会議案各委員会別一覧表のとおり、議案第

48号から第56号までにつきましては、さきに配付

の同一覧表(追号)のとおり、それぞれ所管の常任

委員会に付託して審査することといたします。

　　〔各委員会別一覧表は付録に掲載〕

　　　　 ――――――――――――

　日程第４　請願の委員会付託

○議長(渕上陽一君)　次に、日程第４、今期定例

会において受理いたしました請願は、議席に配付

の請願文書表のとおりであります。

　これをそれぞれ所管の常任委員会に付託して審
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査することといたします。

　　〔請願文書表は付録に掲載〕

　　　　 ――――――――――――

　知事提出議案の上程(第57号)

○議長(渕上陽一君)　次に、お諮りいたします。

　知事提出議案第57号が提出されましたので、こ

の際、これを日程に追加し、議題といたしたいと

思います。これに御異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(渕上陽一君)　御異議なしと認めます。よ

って、知事提出議案第57号を日程に追加し、議題

とすることに決定いたしました。

　知事提出議案第57号を議題といたします。

　　 ―――――――――――――――――　　

　第57号　収用委員会委員の任命について

　　 ―――――――――――――――――　　

○議長(渕上陽一君)　お諮りいたします。

　ただいま議題といたしました議案に対する提出

者の説明は省略いたしたいと思います。これに御

異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(渕上陽一君)　御異議なしと認めます。よ

って、そのように取り計らうことに決定いたしま

した。

　　　　 ――――――――――――

　日程第５　休会の件

○議長(渕上陽一君)　次に、日程第５、休会の件

を議題といたします。

　お諮りいたします。

　明12日は、各特別委員会開会のため、13日から

15日までは、各常任委員会開会のため、18日は、

議事整理のため、それぞれ休会いたしたいと思い

ます。これに御異議ありませんか。

　　〔｢異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長(渕上陽一君)　御異議なしと認めます。よ

って、明12日から15日まで及び18日は休会するこ

とに決定いたしました。

　なお、16日及び17日は、県の休日のため、休会

であります。

　　　　 ――――――――――――

○議長(渕上陽一君)　以上で本日の日程は全部終

了いたしました。

　次の会議は、来る19日午前10時から開きます。

　日程は、議席に配付の議事日程第６号のとおり

といたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　午後０時７分散会






